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令和４度第６回行財政改革推進本部提案  審議・報告・その他 

                提 出 日：令和５年１月２４日 

                担当部・課：総務部行政経営課〔内線４１７３〕 

① 件  名 

公共施設等総合管理計画の改訂について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

平成２６年４月に総務省から全ての地方公共団体に対し、速やかに公共施設等の総合的かつ計画

的な管理を推進するための計画の策定が要請され、本市においては、長期的な視点で公共施設等の

更新・統廃合・長寿命化等について計画的に実施していくため、「石巻市公共施設等総合管理計画」

を平成２８年３月に策定した。 

令和３年１月に総務省通知により、公共施設等総合管理計画の見直しが求められたほか、今回震

災からの復旧・復興事業によるハコモノ施設の整備が令和３年度までに概ね完了したことから、こ

れらの状況に応じた本計画の改訂が必要となった。 

【目的】 

公共施設等について、復旧・復興事業等で整備した状況を反映し、調査・分析の上で、施設総量

及び施設配置の適正化等の推進を図り、計画的な維持管理を実施していくため、総合管理計画の改

訂を行うことを目的とする。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成２６年４月２２日付総務大臣通知） 
 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 〔総合計画〕 

  第６章 市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち 第２節 持続可能な行財政運営の推進 

  ３ 公共施設の維持管理経費を節減する 

 〔行財政改革推進プラン２０２５〕 

  基本目標３ 業務の最適化と経費削減 取組項目１０ 公共施設等総合管理計画の推進 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２８年３月 「石巻市公共施設等総合管理計画」策定 

⑤ 主な内容 

改訂のポイントとしては大きく２点 

 １．震災復興による影響を反映 

（1）施設の現況について令和２年度末時点に更新し、調査・分析を行った。 

①第１章第１節    石巻市の特殊事情 

②第２章第１節第２項 公共施設（ハコモノ施設）の現況 

③第２章第１節第４項 インフラ施設の現況 

④第３章第３節    現状や課題に関する基本認識 

⑤第３章第４節第２項 ハコモノ施設の今後のあり方 

⑥第５章       計画実現のための財源確保と計画の見通し 

 

※ハコモノ施設について、計画策定後の平成２８年度から４０年間で延床面積を２０％削減す

ることについて、震災による特殊要因を考慮し、新たに目標面積（９４万㎡）を設定した。 

 

２．国の指針改訂等による追加事項を反映 

（1）施設保有量とその推移の追加 

（2）有形固定資産減価償却率の推移の追加 

（3）個別計画で策定している長寿命化対策を反映した場合の将来更新費用の効果額の追加 

（4）中長期的な経費の見込みの追加 
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（5）ユニバーサルデザイン化の実施方針の追加 

（6）脱炭素化の推進方針の追加 

 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

・公共施設等全体数量の把握と適正管理及び維持管理が図られる。 

・公共施設等の解体費用等の平準化並びに起債充当による財源の確保が図られる。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 県内各市の改訂状況 

【改訂済】  ５市（気仙沼市、岩沼市、登米市、栗原市、大崎市） 

※気仙沼市 R4.2 改訂、それ以外の市は R4.3 改訂 

【一部改訂済】１市（名取市）※R4.9 一部改訂 

【未改訂】  ７市（仙台市、塩竃市、白石市、角田市、多賀城市、東松島市、富谷市） 

          ※仙台市 H31.3 策定、それ以外の市は H29.3 策定 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和５年２月中旬 パブリックコメント開始 

令和５年３月中旬 ホームページにより公表  

⑨ その他 

 

 


